
平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

預り保育専門の教諭を2名雇用し、配置する。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

幼稚園預かり保育事業

開始年度 2001 終了年度 9999

目的 幼児同士の交流の場を設け、遊びを通して人とのかかわり方や心のつながりを深められるように支援する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

通常の教育課程による教育時間終了後（14:00～17:00）に、地域の実態や保護者の要請により、希望する者を対象に教育活
動（預かり保育）を行なう。＜片上幼稚園、北中山幼稚園で実施＞

事業コード

452

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間 0

0.9

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

補助（国）事業

補助費等

補助金等名称

子ども子育て支援交付金

1,201決算額

1,203
事
業
費

1,280予算額

1,203

【単位：千円】

1,224

1,848

H28（2016）

1,304

1,290

1,311

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

預かり保育実施日数 目標値 170 170 170 170 170日

実績値 172 180 174 175

受入対応率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

受入者数/申請者数

実績値 100 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値 936/936 2717/2717 2107/2107 2037/2037

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

少子化で周囲に遊び相手がいなかったり、地域で安全な遊び場所が確保されないため安
心して保育してもらう幼稚園に、保護者からのニーズが多い。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

北中山・片上両地区とも保育所がないため、市が実施する必要がある。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

受け入れ側の人員の削減は出来ない。（各園１人で実施）

根
拠

市単独事業であり他からの補助はない。

根
拠

保護者への啓発を図る。

根
拠

通常の教育時間終了後、14時から17時まで、希望する園
児を園で預かり保育を行い、家庭の子育てを支援する。
（預かり保育希望園児が少ない場合は、一時休止も考え
られる。）また、夏季休業期間においても預かり保育を
実施する。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

通常の教育時間終了後、14時から17時まで、希望する園
児を園で預かり保育を行い、家庭の子育てを支援する。
（預かり保育希望園児が少ない場合は、一時休止も考え
られる。）また、夏季休業期間においても預かり保育を
実施を継続的に実施する。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

母親クラブが実施する地域の児童福祉の向上を目的とした
事業に対して、補助金を交付する。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

母親クラブ活動費補助事業

開始年度 0 終了年度 9999

目的 児童センターなどを拠点として活動している母親を主として組織されている母親クラブを支援し、児童が心身ともに健やか
に育つよう、地域の児童福祉の向上を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

地域の保護者の教養を高め、子どもが心身ともに健やかに育つように、会員同士が親睦を深めたり地域の児童福祉の向上を
目的とした母親クラブの事業に対し、補助金を交付して支援する。

事業コード

753

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.2

0

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

補助費等

補助金等名称

1,140決算額

1,200
事
業
費

1,200予算額

1,140

【単位：千円】

1,140

1,140

H28（2016）

1,200

1,080

1,080

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

補助母親クラブ数 目標値 24 24 20 19 18団体

実績値 19 19 19 18

母親クラブの延べ実施事業数 数 目標値 200 190 190 180 170

計算
根拠

実績値 174 165 155 150

達成率
（％）

87 86.8 81.6 83.3

実数値

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

児童の健全育成を図るため、母親などの地域住民が積極的に参加、活動できる団体とし
て必要である。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

地域の母親などが主体となって児童の健全育成に向けた活動している母親クラブに対
し、少子化対策の一環として支援する必要がある。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

定額補助で対象経費も特定されているため、コストを削減する余地はない。

根
拠

年少扶養控除の廃止に伴い一般財源化されたものであり、他に財源を確保することはで
きない。根

拠

母親クラブ数および会員数の増加を図り、地域の児童福祉の向上に向けた活動を市内全
域に拡大する。根

拠

母親クラブが実施する地域の児童福祉の向上に向けた事
業に対し、市単独補助金を交付する。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

母親クラブが実施する地域の児童福祉の向上に向けた事
業に対し、市単独補助金を交付する。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

未婚の男女が交流できるイベント等の開催を、提案型市民
主役事業として市内の団体に委託する。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

出会い交流サポート事業

開始年度 2005 終了年度 9999

目的 未婚の男女が交流できる場を提供することにより、晩婚化の進行を抑止し、未婚率の低減を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

平成２４年度から提案型市民主役事業として実施しているもので、未婚の男女が交流できるイベント等の開催を公募によ
り、柔軟なノウハウを持つ市内の団体に委託することにより、多くの未婚の男女が参加してもらえる出会い交流の場を提供
する。

事業コード

1176

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.05

0

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

物件費

補助金等名称

520決算額

520
事
業
費

520予算額

520

【単位：千円】

1,220

1,220

H28（2016）

1,220

1,220

1,130

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

イベント等の開催回数 目標値 4 4 4 4 4回

実績値 5 5 5 5

イベント等の延べ参加者数 人 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

実績値 255 211 202 142

達成率
（％）

255 211 202 142

実数値

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

出会い交流等のサポート

基本施策基本目標

311
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

少子化の要因として晩婚化の進行や未婚率の上昇が言われており、本市でも少子化が進
むなか市民のニーズは十分ある。根

拠

事業名 結婚支援事業

主体 福井県

出会い応援体制づくり（ふくふく出会い応援団の発足など）、ふくい婚活カフェなどを
通して、結婚へのきっかけづくりを支援する。

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

少子化対策の施策として、市で行う必要がある。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ある

不可能

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

提案型市民主役事業として公募により委託するため、削減する余地はない。

根
拠

国・県の補助事業はない。

根
拠

市民団体等のノウハウを積極的に活用することにより、魅力のある結婚へのきっかけづ
くりの交流の場を提供する。根

拠

未婚の男女が交流できるイベント等の開催を、提案型市
民主役事業として、市内の民間、NPO等団体から公募を
行い委託する。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

未婚の男女が交流できるイベント等の開催を、提案型市
民主役事業として、市内の民間、NPO等団体から公募を
行い委託する。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 可能

実施

可能
H27（2015）

可能

実施 実施

H28（2016）
可能

H29（2017）
可能

実施 実施

H30（2018）
可能

実施

H28事業名 出会い交流サポート事業 6 ページ



平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

鯖江市母子寡婦福祉連合会と共同で実施し。バス借上げ、
お菓子等の経費を鯖江市が負担する。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

ひとり親家庭ふれあいのつどい事業

開始年度 0 終了年度 9999

目的 ひとり親家庭の保護者と子どもが行事をとおして交流を深め、自立に向けた意欲向上を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

ひとり親家庭の保護者と子ども、ボランティア等による施設見学会や交流会を開催する。

事業コード

1188

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.03

0

0.02

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

物件費

補助金等名称

236決算額

243
事
業
費

243予算額

212

【単位：千円】

231

238

H28（2016）

231

95

236

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ｃ Ｃ Ｃ

開催回数 目標値 1 1 1 1 1回

実績値 1 1 1 1

参加者数 人 目標値 90 90 90 90 90

計算
根拠

参加者数/目標値

実績値 95 62 51 44

達成率
（％）

105.6 68.9 56.7 48.9

実数値

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

出産・子育ての負担軽減

基本施策基本目標

312
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

ひとり親家庭は年々増加している。交流を深め、お互いに相談しあえる仲間づくりが必
要である。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

ひとり親家庭が増加する中、社会的・経済的基盤の弱いひとり親家庭の福祉充実は市の
役割である。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

ひとり親家庭のニーズに応えるとともに事業経費を特定しているため、コスト削減をす
る余地はない。根

拠

経済基盤が弱いひとり親家庭に、受益者負担は求められない。

根
拠

ひとり親家庭は増えており、参加者も増えてくると思われる。

根
拠

ひとり親家庭の保護者と子ども、ボランティア等による
施設見学会や交流会を開催する事業費の一部を支援す
る。

内容縮小

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

ひとり親家庭の保護者と子ども、ボランティア等による
施設見学会や交流会を開催する事業費の一部を支援す
る。参加者が少ないため、事業内容を検討する必要があ
る。平

成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施

H28事業名 ひとり親家庭ふれあいのつどい事業 8 ページ



平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

ひとり親家庭の子どもの小、中学校入学、中学校卒業を祝
う会を開催し、祝い品(商品券）」を贈呈する。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

母子家庭等児童生徒激励事業

開始年度 0 終了年度 9999

目的 ひとり親家庭の子どもが小・中学校に入学および中学校を卒業するときに、祝う会を開催し励ますことで、心も体も健やか
な子どもを育む。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

ひとり親家庭の子どもの小・中学校入学、中学校卒業を祝う会を開催し、祝い品を贈呈する。

事業コード

1196

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.03

0

0.02

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

補助費等

補助金等名称

1,770決算額

2,040
事
業
費

1,790予算額

1,980

【単位：千円】

1,650

1,840

H28（2016）

1,650

1,840

1,700

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

お祝いする回数 目標値 1 1 1 1 1回

実績値 1 1 1 1

祝品の贈呈率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

贈呈者数/贈呈該当者数

実績値 100 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値 177/177 198/198 165/165 184/184

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

出産・子育ての負担軽減

基本施策基本目標

312

H28事業名 母子家庭等児童生徒激励事業 9 ページ



平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

ひとり親家庭は、年々増加の傾向にあるため、心身ともに健全な子どもの育成を図るた
めに支援が必要である。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

ひとり親家庭が増加する中、社会的・経済的基盤の弱いひとり親家庭の福祉充実は市の
役割である。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

母子寡婦福祉連合会と連携して祝う会に児童に渡す祝い品の額を増額したため、コスト
削減する余地はない。根

拠

補助金を交付している母子寡婦福祉連合会に負担増を求めることはできない。

根
拠

助成制度を充実させる以外に向上の余地はない。

根
拠

ひとり親家庭の子どもの小・中学校入学、中学校卒業を
祝う会を開催し、祝い品を贈呈する。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

ひとり親家庭の子どもの小・中学校入学、中学校卒業を
祝う会を開催し、祝い品を贈呈する。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施

H28事業名 母子家庭等児童生徒激励事業 10 ページ



平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

ひとり親家庭等で生活が困窮していると認められる世帯に
対し、手当てを支給する。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

福祉手当支給事業

開始年度 0 終了年度 9999

目的 経済的に困っているひとり親家庭等の保護者に手当を支給することにより、経済的自立と生活意欲の向上を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

ひとり親家庭等で生活の状態が困窮していると認められる世帯に対し、その世帯で児童（18歳到達年度末）を養育する人に
手当てを支給する。（所得制限有り）（児童一人につき月額5,000円、世帯の限度額は、月額20,000円）

事業コード

1212

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.2

0

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

扶助費

補助金等名称

3,540決算額

5,000
事
業
費

5,800予算額

2,840

【単位：千円】

2,360

3,000

H28（2016）

3,000

1,420

2,000

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

制度の周知活動 目標値 3 3 3 3 3回

実績値 3 3 3 3

支給率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

支給決定者数/支給要件適合者申請者数×100

実績値 100 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値 42/42 38/38 28/28 21/21

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

出産・子育ての負担軽減

基本施策基本目標

312

H28事業名 福祉手当支給事業 11 ページ



平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

経済基盤が弱くなりがちな、ひとり親家庭が年々増加している。また、ひとり親家庭に
なった時点からしばらくの間は、収入が安定していない場合が多く、ニーズはある。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

世帯状況や収入状況などを確認する必要があるため、市の関与が必要である。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

平成１７年８月申請より認定基準の改正を行った。

根
拠

市単独事業であり、他の特定財源を活用できる見込がない

根
拠

認定基準の生活保護基準を使用しているため、成果を向上させる余地はない。

根
拠

ひとり親家庭等で生活の状態が困窮していると認められ
る世帯に対し、その世帯で児童（18歳到達年度末）を養
育する人に手当てを支給する。（所得制限有り）（児童
一人につき月額5,000円、世帯の限度額は、月額20,000
円）

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

ひとり親家庭等で生活の状態が困窮していると認められ
る世帯に対し、その世帯で児童（18歳到達年度末）を養
育する人に手当てを支給する。（所得制限有り）（児童
一人につき月額5,000円、世帯の限度額は、月額20,000
円）

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施

H28事業名 福祉手当支給事業 12 ページ



平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

鯖江市母子寡婦福祉連合会の活動の運営費に補助を行う。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

鯖江市母子寡婦福祉連合会運営補助事業

開始年度 0 終了年度 9999

目的 鯖江市母子寡婦福祉連合会の活動を支援し、会員である母子家庭の自立向上を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

鯖江市母子寡婦福祉連合会の運営費の一部を補助する。

事業コード

1213

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.03

0

0.02

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

補助費等

補助金等名称

585決算額

585
事
業
費

585予算額

585

【単位：千円】

585

585

H28（2016）

585

585

585

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

※設定困難 目標値

実績値

研修会開催数 回 目標値 7 7 7 7 7

計算
根拠

研修会開催数/目標値

実績値 7 7 7 7

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

出産・子育ての負担軽減

基本施策基本目標

312

H28事業名 鯖江市母子寡婦福祉連合会運営補助事業 13 ページ



平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

母子・寡婦家庭から鯖江市母子寡婦福祉連合会支援のニーズがある。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

母子・寡婦家庭の福祉の向上を図るためには欠かせない団体であるため、市で行う必要
がある。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

定額補助であるが、対象経費を特定しているため、コスト削減をする余地はない。

根
拠

市の補助要綱に定められている。

根
拠

母子寡婦連合会と連携をとりながら、会員の福祉向上を支援している。

根
拠

鯖江市母子寡婦福祉連合会の運営費の一部を補助する。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

鯖江市母子寡婦福祉連合会の運営費の一部を補助する。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施

H28事業名 鯖江市母子寡婦福祉連合会運営補助事業 14 ページ



平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

病気回復期にあり保育に欠ける児童を施設にて預かる。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

病後児保育事業

開始年度 2005 終了年度 9999

目的 保護者の都合により、家庭で保育が困難な病気回復期の小学校3年生以下の児童を病院等で一時的に預かることで児童の福祉
の向上を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

病気回復期にあり保育に欠ける児童を施設にて預かる。

事業コード

1216

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.25

0

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

扶助費

補助金等名称

子ども・子育て支援交付金

8,517決算額

8,592
事
業
費

8,984予算額

8,592

【単位：千円】

8,549

8,614

H28（2016）

8,588

8,604

8,614

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

開設施設数 目標値 2 2 2 2 2所

実績値 2 2 2 2

利用申込者に対する受入率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

受入者数/利用申込者数

実績値 100 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値 186/186 126/126 149/149 136/136

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

核家族が増加する中、体調不良の子どももを世話するために仕事を休むことは、失職に
も繋がる可能性があるため十分ニーズがある根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

子育て支援の一環として取組みを行う必要がある。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

委託することで削減している

根
拠

今以上の増額は期待できない。

根
拠

施設・職員配置は十分にある

根
拠

斎藤病院「わらべ」と公立丹南病院「えくぼ」におい
て、病後児保育を実施し、事業費の一部を補助する。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

斎藤病院「わらべ」と公立丹南病院「えくぼ」におい
て、病後児保育を実施し、事業費の一部を補助する。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施

H28事業名 病後児保育事業 16 ページ



平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

病気治療中の児童で保育に欠ける児童を施設にて預かる。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

病児保育事業

開始年度 2005 終了年度 9999

目的 保護者の都合により、家庭で保育が困難な病気治療中の小学校3年生以下の児童を病院等で一時的に預かることで児童の福祉
の向上を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

病気治療中の児童で保育に欠ける児童を施設にて預かる。

事業コード

1219

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.25

0

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

扶助費

補助金等名称

子ども・子育て支援交付金

16,487決算額

17,432
事
業
費

16,526予算額

16,397

【単位：千円】

14,239

16,398

H28（2016）

17,008

16,398

14,466

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

開設施設数 目標値 2 2 2 2 2所

実績値 2 2 2 2

利用申込者に対する受入率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

受入者数/利用申込者数

実績値 100 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値 351/351 393/393 359/359 428/428

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

核家族が増加する中、体調不良の子どももを世話するために仕事を休むことは、失職に
も繋がる可能性があるため十分ニーズがある根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

子育て支援の一環として取組みを行う必要がある。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

委託することで削減している

根
拠

今以上の増額は期待できない

根
拠

施設、職員配置は十分に対応できるため

根
拠

斎藤病院「わらべ」と公立丹南病院「えくぼ」におい
て、病児保育を実施し、事業費の一部を補助する。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

斎藤病院「わらべ」と公立丹南病院「えくぼ」におい
て、病児保育を実施し、事業費の一部を補助する。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施

H28事業名 病児保育事業 18 ページ



平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

一時保育、家事代行サービスを民間事業者等に委託し、子
育て家庭の支援を行う。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

すみずみサポート事業

開始年度 2005 終了年度 9999

目的 小学校就学前および小学校3年生までの児童を対象に一時保育、子育て家庭における生活支援（家事代行サービス）を通し
て、子育て家庭の経済的・精神的負担の軽減を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

就職活動、疾病、事故、冠婚葬祭、学校等の公的行事への参加など、社会的にやむを得ない事由により、家庭で一時的に保
育を行うことができない場合の子育て家庭の支援として、一時保育、家事代行サービスを民間事業者等に委託する。

事業コード

1226

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.2

0

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

扶助費

補助金等名称

すみずみサポート事業費補助金

9,694決算額

12,899
事
業
費

10,000予算額

12,639

【単位：千円】

11,378

15,861

H28（2016）

12,000

15,861

13,000

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

制度の周知活動 目標値 3 3 3 3 3回

実績値 2 2 2 2

支援率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

利用者数/利用申込者数

実績値 100 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値 5023/5023 5439/5439 4738/4738 6007/6007

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

出産・子育ての負担軽減

基本施策基本目標

312
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

核家族化の進行、共働き世帯の増加により、一時的な預かりが増加している。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

県の要綱において、実施主体は市町となっているため。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名 一時保育促進基盤整備事業

所管課 児童福祉課

保育所での一時保育には受入数に限度があるとともに、短時間の一時保育に対し保育士
等の配置などが困難なため根

拠ある

不可能

事業委託を行うことで充分コストの削減ができている。

根
拠

県の補助要綱に準じている。

根
拠

利用者は増加する傾向にある。

根
拠

一時預かり、家事代行サービスを民間事業者等に委託
し、子育て家庭の支援を行う。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

一時預かり、家事代行サービスを民間事業者等に委託
し、子育て家庭の支援を行う。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施

H28事業名 すみずみサポート事業 20 ページ



平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

公立、私立保育所の園長、保育士、保護者、園児からなる
協議会の事務局を市に置き、運営にあたる。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

鯖江市保育協議会運営補助事業

開始年度 1970 終了年度 9999

目的 鯖江市保育協議会の活動（保育士研修、講演会、保育園親子遊び等）を支援し、保育所間の交流を深め、保育の資質向上を
図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

鯖江市保育協議会の運営費の一部を補助する。

事業コード

1233

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.1

0

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

補助費等

補助金等名称

70決算額

70
事
業
費

70予算額

70

【単位：千円】

70

70

H28（2016）

70

70

70

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

※設定困難 目標値

実績値

講演会・研修会開催回数 回 目標値 6 6 6 6 6

計算
根拠

講演会・研修会開催回数/目標値

実績値 9 7 6 6

達成率
（％）

150 117 100 100

実数値

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

市内各保育所の保育の質の向上を図る上で、保育に関する多くの課題の研鑽が必要であ
る。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

鯖江市における保育士の資質向上を図るための団体であり、鯖江市保育行政が関与・支
援していく必要がある。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

保育士の資質向上のための活動経費を対象としており、妥当である。

根
拠

市の補助金以外に、公立、私立を問わず保育士および入所児童保護者も個人負担を行っ
ている。根

拠

公私立保育園の保育士等が連携して保育が抱える問題に十分対応している。

根
拠

鯖江市保育協議会の運営費の一部補助する。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

鯖江市保育協議会の運営費の一部補助する。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施

H28事業名 鯖江市保育協議会運営補助事業 22 ページ



平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

児童館において、夏期休暇中の学童保育を実施している

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

長期休暇中の学童保育事業

開始年度 0 終了年度 9999

目的 保護者の勤務等により、昼間、児童だけになる家庭の小学校の児童を対象に、長期休暇中に学童保育を行うことで児童が安
心、安全に過ごせる場所を提供し、心身ともに健やかな子どもを育む。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

長期休暇（夏期、冬期、春期）中、昼間児童だけになる家庭の小学生までの児童を対象に、児童が安心、安全に過ごせる場
として学童保育を実施する。

事業コード

1323

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.1

0

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

扶助費

補助金等名称

子ども子育て支援交付金

3,332決算額

4,687
事
業
費

3,332予算額

4,687

【単位：千円】

4,798

5,079

H28（2016）

4,798

4,787

4,560

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

実施箇所数 目標値 9 9 9 11 12箇所

実績値 8 8 9 12

夏期休暇中の学童保育受入率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

受入者数/利用申込者数

実績値 100 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値 203/203 254/254 340/340 394/394

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

子ども達が夏期休暇中の昼間、安心、安全に過ごし、心身ともに健やかに成長する場所
を提供することの十分な市民ニーズがある。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

民間保育園においても、夏期休暇中の学童保育を行っているが、受入児童数が施設の規
模一杯のため、市においても行う必要がある。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

必要最小限の指導員で学童保育を運営しているため、児童を管理する際の安全面を考慮
すると、コスト削減を図る余地はない。根

拠

保育料を負担してもらっているが、これ以上の負担は求められない

根
拠

民間保育所においては、施設の規模いっぱいのため、市においては現在の会場以外で開
設し、受入人数を増やす検討が必要である。根

拠

定員を超過している新横江地区に新設の児童クラブを開
設し、実施施設を増加する。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

既存の児童クラブで実施する。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 内容拡大

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

市内の保育所の気がかり児について、保育カウンンセラー
が定期的に園を訪問し、児童の指導および保育の仕方につ
いて指導を受ける。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

保育カウンセラー事業

開始年度 2005 終了年度 9999

保育カウンセラー配置事業補助金

目的 保育カウンセラーにより市内の保育所に属する児童の心身の発達をサポートすることで、発達相談・支援体制の充実を図
る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

保育カウンセラー（臨床心理士など）が定期的に市内の保育所を訪問し、園児の状況把握、障害をもつ児童の指導等を行
う。

事業コード

1324

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.15

0

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

補助費等

補助金等名称

保育カウンセラー配置事業費補助金

1,398決算額

2,050
事
業
費

2,050予算額

1,649

【単位：千円】

1,623

2,050

H28（2016）

2,050

1,624

1,845

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

※設定困難 目標値

実績値

カウンセリング実施率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

カウンセラーした実児童数/カウンセラー対象実児童数
×100

実績値 100 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値 166/166 187/187 183/183 153/153

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

出産・子育ての負担軽減

基本施策基本目標
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

臨床心理士に保護者からの保育所での児童の発達相談に対する要望が増加している。ま
た、学校就学前段階での対象児カウンセラーの必要性は、学校現場からのニーズがあ
る。

根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

気懸かりな児童も含め、すべての保育児童を心身共に育成するために、市が行う必要性
がある。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

市内の公私立保育所から、広くカウンセラー訪問希望が多く、コストを削減する余地は
ない。根

拠

次世代育成支援対策交付金により、事業費の一部に財源充当されているが、今後更なる
財源補充は期待できない根

拠

「特別支援教育関係者連絡会」を通して、小中学校、幼稚園、保育所（園）の連携を図
る。根

拠

市内の保育所の気がかり児について、保育カウンンセ
ラーが定期的に園を訪問し、児童の指導および保育の仕
方について指導を受ける。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

市内の保育所の気がかり児について、保育カウンンセ
ラーが定期的に園を訪問し、児童の指導および保育の仕
方について指導を受ける。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

片上、豊地区において、保護者の勤務等により放課後、児
童だけになる家庭の児童を対象に地区の公民館で児童クラ
ブを開設する。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

放課後児童クラブ事業

開始年度 0 終了年度 9999

目的 児童センターがない片上、豊地区において、保護者の勤務等により放課後、児童だけになる家庭の児童を対象に地区の公民
館で児童クラブを開設することで、児童が安心、安全に過ごせる場所を提供し、心身ともに健やかな子どもを育むことを目
的とする。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

児童センターがない片上、豊地区において、保護者の勤務等により放課後、児童だけになる家庭の児童を対象に地区の公民
館で児童クラブを開設することで、児童が安心、安全に過ごせる場所を提供する。

事業コード

1332

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.1

0

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

扶助費

補助金等名称

子ども子育て支援交付金

5,849決算額

9,342
事
業
費

6,781予算額

7,105

【単位：千円】

7,007

9,168

H28（2016）

10,003

7,065

14,126

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

児童クラブ開設日数 目標値 220 220 220 240 290日

実績値 251 253 249 291

児童クラブ受入率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

受入者数/利用申込者数

実績値 100 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値 106/106 98/98 92/92 114/114

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

片上・豊地区では児童センターがないため、安心、安全な児童の居場所として児童クラ
ブを設置することに市民の十分なニーズがある。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

少子化対策の一環として、安心、安全な児童の居場所づくりは市で行う必要がある。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

事業経費は賃金、需用費等であり、コスト削減の余地はない

根
拠

保育料を負担してもらっているが、これ以上の負担は求められない

根
拠

留守家庭の児童を受け入れており、児童への保育の充実も図られている。

根
拠

定員を超過している豊児童クラブに新設の児童クラブを
開設し、実施する。
豊児童クラブは民間委託で行う。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

既存の児童クラブで実施する。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 内容拡大

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

1,2歳児の保育士を最低基準以上に配置する保育園の人件費
を補助する。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

低年齢児保育充実促進事業

開始年度 2005 終了年度 9999

低年齢児保育充実促進事業実施要綱

目的 1、2歳児担当の保育士を配置基準以上に配置することで1、2歳児の保育を充実する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

1、2歳児担当の保育士を最低基準以上に配置する保育園の人件費等の一部を補助する。

事業コード

1340

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.25

0

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

補助費等

補助金等名称

低年齢児保育充実促進事業費補助金

8,747決算額

11,828
事
業
費

10,000予算額

11,827

【単位：千円】

11,828

11,828

H28（2016）

11,828

8,870

14,000

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

実施私立保育園数 目標値 7 7 7 7 7園

実績値 3 4 4 4

入所希望者に対する受入率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

低年齢児受け入れ人数/低年齢児入所希望数

実績値 100 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値 170/170 591/591 253/253

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

近年、1・2歳児の入所希望が増加している。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

核家族化率と共稼ぎ家庭率の増加に伴う、保育に欠ける家庭の増加に対応・充実を図る
ことは、少子化対策の一環として、市が行う必要がある。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

県の要綱に実施基準が定められている。

根
拠

県の要綱により実施基準が定められている。

根
拠

県の要綱に実施基準が定められている。

根
拠

1、2歳児の保育士を最低基準以上に配置する保育園の人
件費等の一部を補助する。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

1、2歳児の保育士を最低基準以上に配置する保育園の人
件費等の一部を補助する。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施

H28事業名 低年齢児保育充実促進事業 30 ページ



平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

一時的に保育が必要な児童を保育所にて預かる。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

一時保育促進基盤整備事業

開始年度 2005 終了年度 9999

目的 育児疲れ解消、急病、断続的短時間就労等、一時的に保育が必要となる児童を保育所にて預かることで、保護者の利便性お
よび児童の福祉、健康維持を行う。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

育児疲れ解消、急病、断続的短時間就労等、一時的に保育が必要となる児童を保育所にて預かる。

事業コード

1344

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.25

0

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

補助費等

補助金等名称

子ども・子育て支援交付金

4,965決算額

6,500
事
業
費

5,000予算額

5,074

【単位：千円】

2,825

5,420

H28（2016）

5,960

3,000

5,000

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

実施私立保育園数 目標値 5 5 6 6 6園

実績値 6 6 6 6

入所希望に対する受入率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

年間延利用人数/年間延利用申請人数

実績値 100 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値 2931/2931 2928/2928 1183/1183 1843/1843

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

出産・子育ての負担軽減

基本施策基本目標

312
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

保育所入所要件に該当しない場合の預かり制度として、就学前児童の一時保育制度があ
り、利用の希望がある。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

児童手当法第29条の2に掲げる児童育成事業として、また一時的な保育の円滑化を図る
ために必要である。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

県の要綱に準じた実績払いを行う

根
拠

保育対策等促進事業費補助金（県補助金）により、事業費に財源充当されているが、今
以上の増額は期待できない根

拠

保育士の配置措置において、人件費等の問題もあり、向上は期待できない

根
拠

一時的に保育が必要な児童を預かる民間保育所に対し、
事業費の一部を補助する。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

保護者が子どもを見ることが一時的に困難になった児童
を預かる民間保育所に、事業費の一部を補助する。
現在、あおいこども園、すみれ保育園、あすなろ保育
園、吉江保育園、慈光保育園、新横江保育園、ふじ保育
園に対して、補助を行っており、今後一時保育を実施す
る予定の園が増えることも想定される。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施

H28事業名 一時保育促進基盤整備事業 32 ページ



平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

私立保育園産休等職員の代替職員の賃金の一部を補助す
る。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

私立保育所産休代替職員費補助事業

開始年度 0 終了年度 9999

目的 産休等職員の療養の保障および代替臨時職員の雇用により児童処遇の安定を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

私立保育園産休等職員の代替臨時職員の賃金の一部を補助する。

事業コード

1353

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.05

0

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

補助費等

補助金等名称

産休代替職員費補助金

392決算額

1,008
事
業
費

1,008予算額

666

【単位：千円】

243

1,008

H28（2016）

1,008

0

1,008

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ -

実施私立保育園数 目標値 3 3 3 3 3園

実績値 1 1 1 1

対象園での産休職員配置率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

産休代替職員数/産休職員数

実績値 100 100 100 -

達成率
（％）

100 100 100 -

実数値 1/1 1/1 1/1

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

産前産後休暇や病気休暇中の職員の専心療養のため、代替職員の任用は不可欠である。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

保育所での保育の継続および職員の福利向上のため、市が行う必要がある
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

県の補助金交付要綱に準じて実績払いを行っている

根
拠

県の補助金により、事業費の10/10財源充当されている

根
拠

保育士の配置措置において、人件費等の問題もあり、現状以上の成果は期待できない

根
拠

私立保育園産休等職員の代替臨時職員の賃金の一部を補
助する。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

私立保育園産休等職員の代替臨時職員の賃金の一部を補
助する。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

子育てマイスターを活用した相談事業を実施する。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

子育てマイスター地域活動推進事業

開始年度 2005 終了年度 9999

目的 子育てに関する悩みや不安を抱えている子育て中の保護者と県が認定登録した子育てマイスターと相談できる場を提供する
ことで、子育て支援の充実を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

子育てマイスターを活用した相談事業を実施する。

事業コード

1357

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.06

0

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

物件費

補助金等名称

子育てマイスター地域活動推進事業
費補助金124決算額

160
事
業
費

160予算額

155

【単位：千円】

79

160

H28（2016）

160

157

720

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

延べ活動回数 目標値 36 36 36 36 108回

実績値 24 24 12 24

支援率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

活動回数/実施要請回数

実績値 100 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値 24/24 24/24 12/12 24/24

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

子育てグループにおいて、子育てに関する不安や悩みを相談できる専門的な助言者が求
められている。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

子育てに関する不安や悩みを持つ子育て中の保護者と専門的な助言者が相談できる場の
提供は、子育て支援の一環として市が行う必要がある。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

核家族化の進行や地域コミュニティの希薄化などにより、今後さらに活動の場を広げる
必要があるため、コスト削減の余地はない。根

拠

県の補助要綱により補助基準が定められている

根
拠

年間の参加者は徐々に増えており、今以上の向上は期待できない

根
拠

子育て支援の一環として、子育てマイスターを活用した
相談の場を提供する。
２小学校区のみで行っていたが、１１小学校区で行う。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

１１小学校区で子育て支援の一環として、子育てマイス
ターを活用した相談の場を提供する。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 内容拡大

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施

H28事業名 子育てマイスター地域活動推進事業 36 ページ



平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

子育て支援センターとして遊び場の提供、講座や相談事業
を実施する。地域の子育て支援の拠点として、子育て家庭
への情報発信、地域でのネットワークを生かし、各地区の
子育て支援事業を援助する。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

地域子育て支援センター事業

開始年度 1998 終了年度 9999

目的 子育て家庭を対象に、親子の交流促進や子育て講座、育児相談などを設けることで、子育ての孤立感・負担感の解消を図
る。また、地域全体での子育てを支援する基盤の形成を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

子育て支援の拠点として各子育て支援関係機関と連携をとり、子育て家庭の多様なニーズに対応した支援事業を行う。ま
た、子育て家庭を対象に子育ての悩みや問題について情報交換や学習機会の提供および子育てグループの支援活動の企画、
指導や地域の保育資源の情報提供を行う。また、地域子育て支援ネットワークとの連携を強化し地域での支援体制を強化し
ていく。

事業コード

1360

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

2

0

1.5

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

物件費

補助金等名称

子ども・子育て支援交付金

7,288決算額

8,934
事
業
費

7,819予算額

7,964

【単位：千円】

10,014

15,743

H28（2016）

12,230

13,567

16,002

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

なかよしるーむ開催数 目標値 270 270 270 270 270回

実績値 241 243 240 250

センター利用対象者の1人当たり利用回数 回 目標値 23 23 23 23 23

計算
根拠

延利用者数／事業回数

実績値 22.0 32.6 27.8 28.5

達成率
（％）

95.7 141.7 120.9 123.9

実数値 25983/1182 29269/897 28435/1024 30252/1062

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

核家族化が進み、子育てに不安を感じている親が増えてきている。また就園児、非就園
児を問わず、広く次世代育成支援が求められている。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

子育て支援の状況把握・発信が、現段階ではバラツキがあるため、支援センターが拠点
となって事業を行っていく必要がある。また次世代育成支援策としての急務性がある。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

事業内容が多岐に渡っているため、コスト削減は現状では厳しい。

根
拠

次世代育成支援対策交付金の要綱に準じている

根
拠

年間の利用成果については、年間の対象家庭の割合を考えると着実に向上している。ま
た、今後は子育て支援事業における他機関、地区委員会との連携強化、ならびに情報発
信を強化することにより、なかよしるーむはもちろん地区子育てグループの利用者増が
期待でき成果の向上が予想される。

根
拠

子育ての中核施設として、親子の交流をはじめ子育て講
座など学習機会の提供や市内の子育て情報の発信を継続
する。また、各地区の子育ての核となる地区子育て支援
ネットワーク委員会の事務局として、保育所、健康課、
COSAPOや療育関係機関などとの連携強化に努め、子育て
に優しい街づくりを推進する。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

子育ての中核施設として、親子の交流をはじめ子育て講
座など学習機会の提供や市内の子育て情報の発信を継続
する。また、各地区の子育ての核となる地区子育て支援
ネットワーク委員会の事務局として、保育所、健康づく
り課、COSAPOや療育関係機関などとの連携強化に努め、
子育てに優しい街づくりを推進する。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

私立保育所の障害児受入に要する費用の一部を補助する。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

私立保育所障害児保育補助事業

開始年度 0 終了年度 9999

目的 保育所における障害児受け入れの円滑化、障害児の保育の充実を支援する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

私立保育園の障害児童受入れの促進のため、障害児受入れに対する費用の一部を補助する。

事業コード

1363

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.1

0

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

補助費等

補助金等名称

7,933決算額

8,007
事
業
費

9,693予算額

6,524

【単位：千円】

589

8,897

H28（2016）

8,007

6,673

7,118

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

※設定困難 目標値

実績値

入園決定率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

入園障害児童数（在園児含む）/入園希望障害児童数（在園
児含む）

実績値 100 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値 10/10 8/8 5/5 8/8

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

障害児を持つ家庭からの希望がある。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

保育に欠け集団保育が可能な障害児は、保育施設にて受入れを行う必要がある。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名 ふれあい保育推進事業

所管課 児童福祉課

特別児童扶養手当需給児童であり、障害児認定を受けていることを対象要件とされる。
根
拠ある

不可能

対象障害児童の入所希望ニーズは今後も増えると予想され、コスト削減は厳しい。

根
拠

鯖江市障害児保育事業補助金交付要綱に準じている

根
拠

県の障害児認定基準の見直しにより、軽度の障害児が入所可能となる。

根
拠

私立保育園の障害児童受入れの促進のため、障害児受入
れに対する費用の一部を補助する。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

私立保育園の障害児童受入れの促進のため、障害児受入
れに対する費用の一部を補助する。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

私立保育園の中・軽度障害児受け入れにかかる費用の一部
を補助する。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

ふれあい保育推進事業

開始年度 0 終了年度 9999

目的 保育所における中・軽度障害児受け入れの円滑化、障害児の保育の充実を支援する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

私立保育園の中・軽度障害児受け入れにかかる費用の一部を補助し、児童受け入れを支援する。

事業コード

1380

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.25

0

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

補助費等

補助金等名称

ふれあい保育推進事業費補助金

8,827決算額

10,864
事
業
費

13,386予算額

10,864

【単位：千円】

12,010

10,476

H28（2016）

12,010

8,189

16,878

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

※設定困難 目標値

実績値

入園決定率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

入園障害児童数/入園希望障害児童数

実績値 100 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値 17/17 23/23 23/23 19/19

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

障害児を持つ家庭からの希望・要望は十分ある。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

保育に欠け集団保育が可能な障害児は、保育施設にて受入れを行う必要がある。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名 障害児保育措置費補助金事業

所管課 児童福祉課

中・軽度程度の障害児を対象とし、この場合、医師の認定が必要とされる。
根
拠ある

不可能

対象障害児童の入所ニーズは今後も増えていくと予想され、コスト削減は厳しい

根
拠

ふれあい保育推進事業費補助金（県費）要綱に準じている

根
拠

各保育園の理解により、対象児の受入れ・保育士の配置はスムーズに行われている。

根
拠

私立保育園の中・軽度障害児受け入れにかかる費用の一
部を補助する。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

私立保育園の中・軽度障害児受け入れにかかる費用の一
部を補助する。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

地域の子育て世帯や住民と園児の交流を図る私立保育園の
地域活動費の一部を補助する。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

私立保育所地域活動費補助事業

開始年度 2005 終了年度 9999

目的 地域交流の中から児童の健全育成を図り、育児講座等を通じて子育てについて理解を深める。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

地域の子育て世帯や住民と園児の交流を図る私立保育園の地域活動費の一部を補助する。

事業コード

1382

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.25

0

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

補助費等

補助金等名称

2,050決算額

2,700
事
業
費

2,400予算額

1,855

【単位：千円】

1,882

2,100

H28（2016）

2,700

2,100

2,100

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

実施保育園数 目標値 8 8 8 8 8園

実績値 7 7 7 7

延べ参加人数 人 目標値 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

計算
根拠

各保育所での地域活動における延べ参加者数/目標値

実績値 3,819 4,158 4,399 4,399

達成率
（％）

95.5 104 110 110

実数値

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

老人施設訪問、小中学生、未就園児家庭を取り込んでの交流や、育児講座による参加者
も多い。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

次世代育成支援対策推進法市町行動計画の中で、地域における子育て支援が謳われてい
る。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

受益者負担

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

当面、市の補助による活動助成を行うことにより、私立保育園の地域交流が拡大する。

根
拠

地域の非就園児家庭の一定の負担が可能。

根
拠

他事業で「地域で育む子育て支援事業」があり、今後次世代育成支援策として、両輪を
担う根

拠

地域の子育て世帯や住民と園児の交流を図る私立保育園
の地域活動費の一部を補助する。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

地域の子育て世帯や住民と園児の交流を図る私立保育園
の地域活動費の一部を補助する。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

延長保育を促進するため私立保育園にかかる事業費の一部
を補助する。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

私立保育所延長保育事業

開始年度 0 終了年度 9999

目的 延長保育を行うことで、保護者の就労形態の多様化に対応する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

延長保育を促進するため私立保育園にかかる事業費の一部を補助する。

事業コード

1404

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.2

0

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

補助（国）事業

補助費等

補助金等名称

子ども子育て支援交付金

56,970決算額

61,839
事
業
費

56,970予算額

57,246

【単位：千円】

9,837

14,500

H28（2016）

13,663

9,493

8,500

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

実施私立保育園数 目標値 11 11 11 11 11園

実績値 10 10 10 10

延長保育受入率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

年間延利用児童数/年間延利用申込者数

実績値 100 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値 19422/19422 19003/19003 16623/16623 20174/20174

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313

H28事業名 私立保育所延長保育事業 45 ページ



平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

保護者の就労形態の多様化に伴い、延長保育へのニーズがある。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

保育に欠ける児童を保育することは、市の責務である。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

国の補助金交付要綱に準拠している

根
拠

国の補助金により事業費の一部に財源充当されているが、更なる財源充当は期待できな
い根

拠

各保育園の対応により、対象児童の受入はスムーズに行われている

根
拠

延長保育を促進するため私立保育園にかかる事業費の一
部を補助する。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

延長保育を促進するため私立保育園にかかる事業費の一
部を補助する。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施

H28事業名 私立保育所延長保育事業 46 ページ



平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

民間保育園、施設等において放課後児童クラブの実施を委
託し、事業費の補助を行う。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

児童クラブ事業

開始年度 0 終了年度 9999

目的 放課後に昼間保護者がいない児童の健全育成を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

民間保育園、施設等で放課後児童クラブの実施を委託し、事業費の補助を行う。

事業コード

1429

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.25

0

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

扶助費

補助金等名称

子ども子育て支援交付金

31,515決算額

35,319
事
業
費

33,540予算額

35,306

【単位：千円】

50,745

63,031

H28（2016）

54,812

63,031

67,044

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

児童クラブ実施クラブ数 目標値 9 9 11 11 14箇所

実績値 9 9 11 14

児童クラブ児童受入率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

受入者数/利用申込者数

実績値 100 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値 292/292 266/266 319/319 418/418

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313

H28事業名 児童クラブ事業 47 ページ



平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

核家族化の進行に伴い、放課後保護者がいない児童を受け入れる児童クラブのニーズは
ある。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

少子化対策の一環として、放課後に保護者がいない児童を児童クラブで保育すること
は、市が行う必要がある。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

国の補助基準に準拠している。

根
拠

国の補助金により、事業費に財源を充当しているが、さらに補助金の確保はできない。

根
拠

各民間保育園の対応により、対象児童の受入はスムーズに行われている。

根
拠

民間保育園、施設等で放課後児童クラブの実施を委託
し、事業費の補助を行う。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

民間保育園、小学校、施設等で放課後児童クラブの実施
を委託し、事業費の補助を行う。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施

H28事業名 児童クラブ事業 48 ページ



平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

鯖江市婦人福祉協議会の運営費の一部を補助する。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

鯖江市婦人福祉協議会運営補助事業

開始年度 1969 終了年度 9999

目的 鯖江市婦人福祉協議会の活動を支援し、婦人福祉の向上を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

鯖江市婦人福祉協議会の運営費の一部を補助する。

事業コード

1899

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.02

0

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

補助費等

補助金等名称

45決算額

45
事
業
費

45予算額

45

【単位：千円】

45

45

H28（2016）

45

45

45

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

※設定困難 目標値

実績値

研修会の実施回数 回 目標値 10 10 10 10 10

計算
根拠

研修会開催回数/目標値

実績値 10 10 10 10

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313

H28事業名 鯖江市婦人福祉協議会運営補助事業 49 ページ



平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

婦人福祉の向上を目的とする本会の活動を活発にすることへ市民のニーズがある。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

婦人の保護、福祉の向上を図るためには欠くことのできない団体であり、市が関与する
ことは必要である根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

補助対象経費は特定されておりコストを削減する余地はない

根
拠

市補助要綱により、補助額が定められている

根
拠

毎年、ボランテイア活動、研修等と幅広く活動しており、今以上の向上の余地はない

根
拠

鯖江市婦人福祉協議会の運営費の一部を補助する。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

鯖江市婦人福祉協議会の運営費の一部を補助する。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施

H28事業名 鯖江市婦人福祉協議会運営補助事業 50 ページ



平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

私立保育園に保育料徴収、入所事務を委託する。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

私立保育所運営事業（事務委託料）

開始年度 2005 終了年度 9999

目的 市で行う保育料徴収、入所事務の委託により、保護者の手続き等を行いやすくする。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

私立保育園に保育料徴収、入所事務を委託する。
（保育料徴収事務委託、未満時保育委託）

事業コード

1903

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.25

0

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

物件費

補助金等名称

11,098決算額

11,625
事
業
費

11,098予算額

11,431

【単位：千円】

7,220

12,000

H28（2016）

12,000

7,225

12,000

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

保育料徴収人数 目標値 1,500 1,500 1,700 1,700 1,700人

実績値 1,755 1,830 1,854 1,982

取扱率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

保育料徴収取扱人数/私立保育園入園児数×100

実績値 100 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値 1755/1755 1830/1830 1854/1854 1982/1982

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313

H28事業名 私立保育所運営事業（事務委託料） 51 ページ



平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

保育料納付、入所事務を直接保育園にて行っているため、利用しやすい。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

入所事務手続きについては、住民が円滑な入所申請を行うために必要である。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ある

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

保育料徴収は、各保育園にて行われているが、市の口座振替を行うことにより、コスト
ダウンが可能である。根

拠

保育園運営経費を構成する保育料の徴収率を向上させることが、結果的に一般財源から
の支出抑制につながる。根

拠

私立保育園と情報共有により、スムーズな入所事務や保育料徴収を図る。

根
拠

私立保育園に保育料徴収、入所事務を委託する。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

私立保育園に保育料徴収、入所事務を委託することで、
保護者の手続き等を行いやすくする。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施

H28事業名 私立保育所運営事業（事務委託料） 52 ページ



平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

私立保育所の管理運営に係る費用を一部補助する。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

私立保育所管理運営補助事業

開始年度 0 終了年度 9999

目的 私立保育所の運営の安定を支援し、保育所入所を希望する保護者の利便性への対応と入所児童のための保育を充実を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

私立保育所の管理運営に係る費用を一部補助する。
①人件費補助金、②蟯虫検査手数料補助金、③社会福祉施設整備事業借入金利子補給補助金、④退職共済掛金補助金

事業コード

2060

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.5

0

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

補助費等

補助金等名称

62,030決算額

67,194
事
業
費

62,315予算額

67,072

【単位：千円】

63,184

59,368

H28（2016）

67,316

59,136

59,368

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

入所定員数 目標値 1,400 1,400 1,570 1,570 1,570人

実績値 1,485 1,530 1,593 1,593

受入対応率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

受入人数/入所希望者数

実績値 100 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値 1755/1755 1830/1830 1854/1854 1864/1864

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

私立保育所への入所希望も多く、また保育所入所児童の7割程度が入所している。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

入所を希望する保護者の利便性、入所している児童の保育充実のために必要である。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

家庭での保育のできない保護者の入所希望や、入所している児童の保育充実のために不
可欠な費用であり、コスト削減の余地はない。根

拠

私立保育所運営費負担金（国、県補助）要綱に準じている

根
拠

安定した入所受入れも行っており、児童への保育の充実も図られている。

根
拠

目的達成のため私立保育所の管理運営に係る費用の一部
を補助する。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

目的達成のため私立保育所の管理運営に係る費用の一部
を補助する。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

地区子育て支援ネットワーク事業に係る費用の一部を委託
する。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

地域で育む子育て支援ネットワーク事業

開始年度 2006 終了年度 9999

目的 地域の子育て支援関係団体および関係機関が公民館単位ごとに｢地区子育て支援ネットワーク委員会｣を設置することによ
り、地域の実情に合わせた地区ぐるみの子育て支援のあり方を協議し、関係団体、関係機関で実施している事業を調整し、
子育てしやすい環境づくりのため連携し協力し合い事業を展開する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

地区ごとに｢地区子育てネットワーク委員会｣を設置し、地域における子育て支援ネットワークを構築していくために、子育
て支援ネットワークが実施する子育て支援事業に係る費用の一部を委託する。

事業コード

2107

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

2.5

0

1.75

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

補助費等

補助金等名称

1,000決算額

1,060
事
業
費

1,060予算額

1,038

【単位：千円】

1,040

2,015

H28（2016）

1,040

2,000

2,000

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

地区ネットワーク委員会設置個所数 目標値 10 10 10 10 10地区

実績値 10 10 10 10

ネットワーク委員会延開催数 回 目標値 80 80 100 100 100

計算
根拠

ネットワーク委員会延開催数/目標値

実績値 166 155 140

達成率
（％）

207.5 193.8 140

実数値

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

子育て支援事業における、地区単位でのきめ細かい事業の実施としてニーズがある。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

地区単位での次世代育成事業である。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

当面、各地区の子育て支援を定着させ自立が図れるまで、コスト削減は見合わせたい。

根
拠

平成２０年度で補助金額を倍増している（500千円→1000千円）

根
拠

各地区の特性・特徴ある子育て支援策を行うことにより、地域に合った効率的かつ、効
果的な子育て支援活動が可能となってくる。根

拠

安心して子供を生み育てる地域社会をつくるため、各地
区で子育てに関わる関係団体が連絡調整を緊密に行い事
業を展開していくための核となる地区子育て支援ネット
ワーク委員会に対し、事業推進のための補助を行う。
子育てに関するスキルアップを図り、各地区の委員会あ
るいはCOSAPOと相互連携を強化し、保健師、保育士を交
えた活動を推進する。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

安心して子供を生み育てる地域社会をつくるため、各地
区で子育てに関わる関係団体が連絡調整を緊密に行い事
業を展開していくための核となる地区子育て支援ネット
ワーク委員会に対し、事業推進のための補助を行う。
子育てに関するスキルアップを図り、各地区の委員会あ
るいはCOSAPOと相互連携を強化し、保健師、保育士を交
えた活動を推進する。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

毎月、未就園児親子に園舎や園庭の開放を行う。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

子育て支援事業

開始年度 0 終了年度 9999

目的 幼稚園が「親と子が共に育つ」という教育的視点から地域社会と連携しつつ家庭教育力の向上を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

幼稚園児の保護者に対しては保育参観や保育参加の場の提供、未就園児親子には園舎・園庭を開放し、交流の場を設ける。
また、子育て相談等の親の支援をする。

事業コード

2200

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.2

0

0.4

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

物件費

補助金等名称

401決算額

413
事
業
費

401予算額

364

【単位：千円】

354

369

H28（2016）

396

340

384

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ｂ Ａ Ｂ

市内６園子育て支援事業回数 目標値 100 100 80 80 80回

実績値 178 168 69 75

幼稚園子育て支援事業参加人数 人 目標値 8,000 8,000 5,800 5,800 5,000

計算
根拠

市内7幼稚園が実施している子育て支援事業における園児、
保護者、未就園児数

実績値 9,725 7,587 5,513 5,116

達成率
（％）

121.6 94.8 95.1 88.2

実数値

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

幼稚園児保護者、未就園児保護者からの要望が大きい。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

子育て支援事業は少子化対策の一環として、市が行なう必要がある。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

事業への参加人数は増加傾向にあり、コストの削減の余地はない。

根
拠

市単独事業であり他の補助はない。

根
拠

実施事業は成果をあげている。

根
拠

幼稚園を開放し、地域の未就園児や園に来ている在園児
対象に子育て支援を行う。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

幼稚園を開放し、地域の未就園児や園に来ている在園児
対象に子育て支援を行う。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

栽培活動、収穫活動、調理体験等を通し、食育に関心をも
たせる。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

幼稚園食育推進事業

開始年度 2007 終了年度 9999

目的 食育基本法、鯖江市食育推進計画に基づき、幼稚園における食育推進を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

野菜の育ちを知るための栽培活動、おやつ作りや伝統料理にかかわる調理実習体験（キッズキッチン）など幼稚園・保護
者・地域をとりこんで実践活動を進める。また、保護者向けに食育に関する学習会を開催し、保護者とともに、幼稚園、家
庭での食育を進める。

事業コード

2286

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.2

0

0.4

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

物件費

補助金等名称

243決算額

325
事
業
費

354予算額

265

【単位：千円】

236

286

H28（2016）

294

252

312

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

※設定困難 目標値

実績値

幼児の朝食摂取率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

朝食摂取者/園児数

実績値 96 96 100 99

達成率
（％）

96 96 100 99

実数値 375/390 350/365 284/285 261/263

学力・体力日本一のまち若くて元気のまちの創造

実施施策

食育の推進

基本施策基本目標

322
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

国民的取り組みとしての「食育推進法」が施行され、保護者から望まれている。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

「食育」は学校教育の知・徳・体育の基礎として位置づけしており、市が行う必要があ
る。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

実施内容と経費は精査されており、削減余地はない。

根
拠

補助事業等はない。

根
拠

事業内容は成果を上げている。

根
拠

幼稚園の畑を利用し、野菜の栽培や収穫を行い、調理体
験をすることで食に興味関心をもたせる。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

幼稚園の畑を利用し、野菜の栽培や収穫を行い、調理体
験をすることで食に興味関心をもたせる。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

専門職員を雇用し、スクールカウンセラーとして配置す
る。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

幼稚園カウンセラー事業

開始年度 2008 終了年度 9999

目的 保護者の悩みや不安に対するカウンセリングによる支援および教諭の資質向上を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

不安のある保護者との面談をとおし、子育ての不安や悩みの解消を図る。また、
発達障害の疑いのある幼児の観察を行なうと共に、その幼児への対応、援助の仕方等担任への指導を行なう。（各幼稚園：
年間7回、年間42回派遣）

事業コード

2545

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間 168

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

物件費

補助金等名称

600決算額

588
事
業
費

600予算額

582

【単位：千円】

504

504

H28（2016）

504

504

504

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

カウンセラー派遣回数 目標値 42 42 42 42 42回

実績値 50 49 42 42

カウンセリング実施率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

相談実施件数／相談申込件数*100

実績値 100 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値 292/292 258/258 186/186 203/203

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

出産・子育ての負担軽減

基本施策基本目標

312
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

保護者から幼児の相談も多く、教師からの要望も強い。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

幼児期の諸問題は子育て支援の意味合いもあり、市が取り組む必要がある。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

事業経費はカウンセラーの賃金でコスト削減の余地は少ない。

根
拠

市単独事業であり他からの補助はない。

根
拠

指導者等の資質の向上。

根
拠

園を訪問し、園児の様子の観察を通し、担任や保護者と
共に幼児への対応の仕方についてカウンセリングを行
う。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

園を訪問し、園児の様子の観察を通し、担任や保護者と
共に幼児への対応の仕方についてカウンセリングを行
う。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

支援員を配置し、特別な支援を必要とする園児に対し個別
に支援する。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

幼稚園特別支援員配置事業

開始年度 2006 終了年度 9999

目的 幼稚園生活を送る上で、特別な援助や支援を必要とする園児に対して、個別に適応支援を行い、集団としての幼稚園教育活
動の円滑な推進に資する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

発達障害、肢体等の障害で支援が必要と認められる園児に対し、幼稚園内で生活支援、介助支援等の個別支援を行う支援員
を配置する。

事業コード

2773

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0

0

5

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

人件費

補助金等名称

6,247決算額

8,651
事
業
費

14,954予算額

7,229

【単位：千円】

5,880

11,525

H28（2016）

7,082

8,358

9,121

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

支援員数 目標値 5 5 5 5 9人

実績値 7 8 6 7

支援率 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

支援が必要な児童に対して支援する割合

実績値 100 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値 7/7 8/8 6/6 7/7

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

円滑な幼稚園教育活動は保護者から望まれている。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

幼稚園教育活動を円滑に進めるために、市が取り組む必要がある。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

コスト削減の余地はない。

根
拠

財源確保は困難である。

根
拠

事業は、成果をあげている。

根
拠

特別な支援を要する園児に個別に支援を行う。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

特別な支援を要する園児に個別に支援を行う。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

看護師等による、①体調不良児の体調管理、②全児童の健
康管理・衛生管理等保健的な対応、③地域の子育て家庭に
対する相談支援の対応。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

私立保育所体調不良児対応事業補助事業

開始年度 2009 終了年度 9999

保育対策促進事業費補助金交付要綱

目的 保育所へ登園後に体調不良となった児童を、保護者が迎えにくるまで一時的に預かり、保護者の子育てと、就労の両立を支
援するとともに、全園児の健康管理・衛生管理をはじめ、地域の子育て家庭の相談支援を実施し、児童福祉の向上を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

看護師等による、①体調不良児の体調管理、②全児童の健康管理・衛生管理等保健的な対応、③地域の子育て家庭に対する
相談支援の対応。

事業コード

2835

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.3

0

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

補助費等

補助金等名称

子ども子育て支援交付金

8,620決算額

8,620
事
業
費

8,620予算額

8,620

【単位：千円】

6,849

5,910

H28（2016）

8,620

4,310

4,310

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

※設定困難 目標値

実績値

実施私立保育園 園 目標値 2 2 2 2 2

計算
根拠

実施私立保育園数/目標値

実績値 2 2 2 2

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標

313
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

保護者の就労形態の多様化に伴い、直ぐに迎えにいけない場合などの理由により、一時
預かりのニーズがある。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

保育に欠ける児童を保育することは市の責務である
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

県の補助金交付要綱に準拠している

根
拠

県の補助金により、事業費の一部に財源充当されているが、今以上の増額は期待できな
い根

拠

体調不良児の対応は適正・スムーズに行われている

根
拠

看護師等による、①体調不良児の体調管理、②全児童の
健康管理・衛生管理等保健的な対応、③地域の子育て家
庭に対する相談支援の対応。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

看護師等による、①体調不良児の体調管理、②全児童の
健康管理・衛生管理等保健的な対応、③地域の子育て家
庭に対する相談支援の対応。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

低体重児の届出受理、未熟児の訪問指導、養育医療の給付

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

養育医療給付事業

開始年度 2013 終了年度 9999

母子保健法

目的 一般の新生児に比べて疾病にかかりやすい未熟児に対し、生後すみやかに適切な処置を講じることで安心して治療が受けら
れ、児の健康保持・増進を目的としている。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

養育医療とは、養育のために入院を必要とする未熟児に対し、指定養育医療機関において養育に必要な医療の給付または医
療に要する費用を支給する制度。

事業コード

3106

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.5

0

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

補助（国）事業

扶助費

補助金等名称

未熟児養育医療費等負担金

4,146決算額

5,010
事
業
費

5,010予算額

4,536

【単位：千円】

6,415

5,000

H28（2016）

6,415

3,915

4,503

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ Ａ Ａ Ａ

※設定困難 目標値

実績値

養育医療対象者に給付を行う。 ％ 目標値 100 100 100 100 100

計算
根拠

給付者/申請者

実績値 100 100 100 100

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値 18/18 18/18 26/26 21/21

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

出産・子育ての負担軽減

基本施策基本目標
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

平成25年度からの県移譲事務であり、平成23年度県の実績でも実人数で２２人の実績が
ある。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

母子福祉法に基づき、未熟児に対し、生後すみやかに処置を講ずることで、出生児の健
康を保持・増進する事業として重要である。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

医師の指示により、対象者に対し、診療報酬に応じた給付を行っておりコスト削減は困
難である。根

拠

国庫補助　1/2　　県費補助　1/4　　自己負担(所得に応じて変動)

根
拠

医師の指示に従い給付を行っているもので、行政側から成果の向上は望めない。

根
拠

養育のために入院を必要とする未熟児に対し、指定養育
医療機関において養育に必要な医療の給付または医療に
要する費用を支給する。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

養育のために入院を必要とする未熟児に対し、指定養育
医療機関において養育に必要な医療の給付または医療に
要する費用を支給する。

平
成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施
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・同じ月齢（生後６か月）の子どもを持つ子育て家庭同士
の交流を通し情報交換することで育児不安の解消を図る。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

ハーフバースデイ事業

開始年度 2016 終了年度 9999

目的 ・生後６か月の幼児と母親をハーフバースデイ事業に招待し、同じ月齢の子どもを持つ子育て家庭同士の交流を通し情報交
換することで育児不安の解消を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

・地域で育む子育て支援ネットワーク委員会（各地区の民生委員・子育て推進委員・愛育会等で構成）と協働でハーフバー
スデイ事業を実施する。
・ハーフバースデイ事業は、育児に関してベテランの同委員会のメンバーが、各地区の実情に合わせて趣向を凝らした催し
をとおし、子育てのノウハウを育児世代に伝えていく。
・親子の観察等を通じて、育児訪問事業へ繋げる。

事業コード

3344

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間 0

0.5

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

物件費

補助金等名称

決算額

事
業
費

予算額

【単位：千円】

1,752

H28（2016）

1,752

1,650

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ

※設定困難 目標値

実績値

ハーフバースディ参加率 ％ 目標値 80 85

計算
根拠

参加者数／該当者数

実績値 85

達成率
（％）

106.3

実数値

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

核家族が増加する中、地域から孤立しないよう、子育て世帯間の情報交換や交流を図る
ことは、十分ニーズがある。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

子育て支援の一環として取組みを行う必要がある。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

今以上にコストを削減することは期待できない。

根
拠

今以上の増額は期待できない。

根
拠

今以上に成果を向上させることは期待できない。

根
拠

赤ちゃんとその保護者に、地区子育て支援ネットワーク
委員会主催のハーフバースディ事業への参加を促し、同
じ月齢の子どもを持つ子育て家庭同士の交流を通し情報
交換することで育児不安の解消を図る。

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

赤ちゃんとその保護者に、地区子育て支援ネットワーク
委員会主催のハーフバースディ事業への参加を促し、同
じ月齢の子どもを持つ子育て家庭同士の交流を通し情報
交換することで育児不安の解消を図る。平

成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施
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アウトリーチ型子育て支援の強化を図ることにより、地域
社会から孤立する家庭の解消を図るとともに乳児虐待の早
期発見予防する。

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

育児訪問事業

開始年度 2016 終了年度 9999

目的 アウトリーチ型子育て支援の強化を図ることにより、地域社会から孤立する家庭の解消を図るとともに乳児虐待の早期発見
予防を目的とする。(対象月齢6か月）

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ29
事業名

部署名 子育て支援課

・訪問する対象となる家庭の早期発見に、各地区の子育て支援ネットワーク委員会が開催するハーフバースデー事業を活用
し、参加した親子の様子を観察する。
・ハーフバースデーに連続２回を出席しない親子に対し、ケース会議を実施。健康課と情報共有し、必要に応じ委員会メン
バーと保健師等関係する機関等との連携を強化し、育児不安を抱えている家庭に対し、不安感、負担感の解消を図るための
育児支援を行う。

事業コード

3345

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H25（2013） H26（2014） H27（2015） H28（2016） H29（2017）

成果指標

総
合
戦
略

基本施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間 0

0.5

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

補助（国）事業

物件費

補助金等名称

子ども子育て支援交付金

決算額

事
業
費

予算額

【単位：千円】

2,627

H28（2016）

2,627

2,627

H29（2017）H27（2015）H26（2014）H25（2013）区分

ランク Ａ

※設定困難 目標値

実績値

育児訪問者率 ％ 目標値 100 100

計算
根拠

育児訪問者数／ﾊｰﾌﾊﾞｰｽﾃﾞｨ不参加者数

実績値 100

達成率
（％）

100

実数値

安心して結婚・出産・子育
てができるまち

若くて元気のまちの創造

実施施策

子育て環境の整備

基本施策基本目標
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平成29年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（
評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

地域社会に出てこれない家庭に対する子育てに対する不安感負担感の解消を図るととも
に乳児虐待の早期発見予防することは、十分ニーズがある。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】

　行政が実施すべき事業で
　すか。

子育て支援の一環として取組みを行う必要がある。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させ
る余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

今以上にコストを削減することは期待できない。

根
拠

今以上に財源を確保することは期待できない。

根
拠

今以上に成果を向上させることは期待できない。

根
拠

アウトリーチ型子育て支援の強化を図ることにより、地
域社会に出てこれない家庭に対する子育てに対する不安
感負担感の解消を図るとともに乳児虐待の早期発見予防
を目的とする。(対象月齢6か月）

維持

平
成29

年
度
取
組
み

【平成30年度　方向性】

アウトリーチ型子育て支援の強化を図ることにより、地
域社会に出てこれない家庭に対する子育てに対する不安
感負担感の解消を図るとともに乳児虐待の早期発見予防
を目的とする。(対象月齢6か月）平

成30

年
度
計
画

【平成29年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H25（2013） H26（2014）
不可能

【H30提案型市民主役オープン事業実施】 不可能

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施 未実施

H28（2016）
不可能

H29（2017）
不可能

未実施 未実施

H30（2018）
不可能

未実施
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